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第１節 鉄道交通環境の整備

鉄道交通の安全を確保するためには，鉄道線路，
運転保安設備等の鉄道施設について常に高い信頼性
を保持し，システム全体としての安全性の基礎を構
築する必要がある。このため，鉄道施設の維持管理
等の徹底を図るとともに，運転保安設備の整備，鉄

道構造物の耐震性の強化等を促進し，安全対策の推
進を図る。

１ 鉄道施設の点検と整備
２ 運転保安設備の整備
３ 鉄道の地震対策の強化

第２節 鉄道交通の安全に関する知識の普及

運転事故の約９０％を占める踏切障害事故と人身障
害事故の多くは，利用者や踏切通行者，鉄道沿線住
民等が関係するものであることから，これらの事故
の防止には，鉄道事業者による安全対策に加えて，
利用者等の理解と協力が必要である。このため，安
全設備の正しい利用方法の表示の整備等により，利

用者等へ安全に関する知識を分かりやすく，適確に
提供する。また，学校，沿線住民，道路運送事業者
等を幅広く対象として，関係機関等の協力の下，全
国交通安全運動等において広報活動を積極的に行
い，鉄道の安全に関する正しい知識を浸透させる。

第３節 鉄道の安全な運行の確保

重大な列車事故を未然に防止するため，運転士の
資質の保持，事故情報及びリスク情報の分析・活
用，地震発生時の安全対策，気象情報等の充実を図
る。また，鉄道事業者への保安監査等を実施し，適
切な指導を行うとともに，万一大規模な事故・災害
等が発生した場合には，迅速かつ適確に対応する。
さらに，経営トップから現場まで一丸となった安全
管理体制の構築を推進するとともに，その実施状況
を国が確認する「運輸安全マネジメント制度」を充

実させ，より一層の安全性の向上を図る。

１ 運転士の資質の保持
２ リスク情報の分析・活用
３ 気象情報等の充実
４ 鉄道事業者に対する保安監査等の実施
５ 大規模な事故・災害等が発生した場合の適切
な対応
６ 運輸安全マネジメントの充実

第４節 鉄道車両の安全性の確保

鉄道車両に係る新技術，車両故障等の原因分析結
果及び車両の安全性に関する研究の成果を速やかに
技術基準等に反映させる。また，検査の方法・内容
についても充実させ，鉄道車両の安全性の維持向上
を図る。

１ 鉄道車両の構造・装置に関する保安上の技術
基準の改善
２ 鉄道車両の検査の充実
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第５節 踏切道における交通の安全についての対策

踏切事故は，一たび発生すると多数の死傷者を生
ずるなど重大な結果をもたらすものであること，立
体交差化，構造の改良，歩行者等立体横断施設の整
備，踏切保安設備の整備，交通規制，統廃合等の対
策を実施すべき踏切道がなお残されている現状にあ
ること，これらの対策が，同時に渋滞の軽減による
交通の円滑化や環境保全にも寄与することを考慮
し，開かずの踏切への対策等，それぞれの踏切の状

況等を勘案しつつ，より効果的な対策を総合的かつ
積極的に推進する。

１ 踏切道の立体交差化，構造の改良及び歩行者
等立体横断施設の整備の促進
２ 踏切保安設備の整備及び交通規制の実施
３ 踏切道の統廃合の促進
４ その他踏切道の交通の安全と円滑化を図るた
めの措置

第６節 救助・救急活動の充実

鉄道の重大事故等の発生に対して，避難誘導，救
助・救急活動を迅速かつ適確に行うため，主要駅に
おける防災訓練の充実や鉄道事業者と消防機関，医

療機関その他の関係機関との連携・協力体制の強化
を推進する。

第７節 被害者支援の推進

我が国において求められる交通事故被害者等支援
の内容，事業者・自治体・国等の関係機関における
役割分担のあり方，交通事故被害者等への一元的な
窓口機能のあり方，そのために必要とされる制度の
あり方などを踏まえ，我が国の実情に沿った支援の
仕組みや体制の整備に向けて必要な取組を行う。
特に，国土交通省では，「公共交通における事故

による被害者等への支援のあり方検討会」の取りま
とめに沿って，防災計画・交通安全計画の見直し，
関係事業者による被害者等支援計画の自主的な策定
の促進，被害者・家族等に対する窓口の設置や支援
に当たる職員に対する教育訓練の実施など体制整備
等の取組を進めていくこととしている。

第８節 鉄道事故等の原因究明と再発防止

引き続き，鉄道事故等の再発防止や被害の軽減に
寄与するよう，迅速かつ適確な原因究明調査を行
う。さらに，必要に応じて，国土交通大臣又は原因
関係者へ勧告し，また，国土交通大臣又は関係行政
機関の長へ意見を述べることにより，必要な施策又
は措置の実施を求め，鉄道交通の安全に寄与する。

また，特定の事故類型について，その傾向，問題
点，防止策を分析し，その結果を公表することや，
事故等調査結果を分かりやすい形で紹介する定期情
報誌を発行するなどの事故等の防止につながる啓発
活動を行う。

第９節 研究開発及び調査研究の充実

鉄道の安全性向上に関する研究開発を推進する。


